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勅使川原和彦氏博士学位申請論文審査報告書
早稲田大学大学院法務研究科教授勅使川原和彦氏は、2009年４月６日、その論
文『民事訴訟法理論と「時間」的価値』を早稲田大学大学院法学研究科に提出し
て、博士（法学）（早稲田大学）の学位を申請した。後記の審査員は、上記研究科
の委嘱を受け、この論文を審査してきたが、2010年２月10日、審査を終了したの
で、ここにその結果を報告する。
I 本論文の構成と内容
II 本論文の評価
１ 第１章第１節では、新法（平成８年改正民事訴訟法）によって導入された適時
提出主義が検討されている。著者は、本節において、一貫して、訴訟制度の目的
である権利保護を実効あるものにするためには、「時間」という要因が占める割
合が大きく、手続自体が適正・公平を維持するために必然的に要する時間だけが
訴訟関係者に使用を許されているにすぎないとし、この必要最小限度を超える非
効率・不合理な時間の無駄を省くことが極めて重要であり、新法は、この時間的
意義・価値を明確にしたものであるから、積極的に評価する必要があると論じて
いる。このような観点から、綿密な歴史的経緯の分析とドイツ法との的確な比較
のもと、新法が採用した適時提出主義の実現のためのあるべき姿を、いたずらに
訴訟遅延に対する制裁的運用に求めずに、新法の精神規定である当事者の信義誠
実義務、裁判所の公正・迅速な訴訟運用努力義務に求めているのは、適時提出主
義に対する新しい視点を示すものとして特筆すべき点であり、訴訟における「時
間」的価値を実現する手だてを論証したという意味で極めて高く評価することが
できる。
本節は適時提出主義に関する著者の総論的な考え方を示すものであるが、著者
は、適時提出主義（新法156条）から見て適切な「時期」に遅れて提出されたとい
う事実は、「時機」に後れた攻撃防御方法の却下を定める新法157条における重過
失の認定に組み込まれるべきであり、また、遅滞による訴訟費用の負担の裁判
（新法63条）において活用すべきであると説いており、著者の考え方が具体的な
解釈論のかたちで示されている。しかし、訴訟における時間的意義・価値という
観点からは、公正・適切な釈明権の行使についてどのような具体的判断基準を示
すことができるのか、医療過誤訴訟や建築関係訴訟といった専門訴訟における単
位弁護士会と裁判所の訴訟ルールの策定に関して、訴訟関係者の信頼意識の醸成
のためにどのような視点が必要かといった問題について、著者の見解が示されな
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かったことは惜しまれる点であり、今後の積極的な発言が期待されるところであ
る。
２ 第１章第２節では続審制控訴審という時間のかかる訴訟制度内においてどの
ような迅速化が可能であるのかという問題が検討されている。
ドイツ民事訴訟法およびこれを継受したわが国の民事訴訟法は、口頭弁論を行
う事実審を２審級重ねるという時間のかかる法制度（続審制控訴制度）を採用し
てきた。ところが、ドイツでは、更新権を大幅に制限する2001年から2002年にか
けての民事訴訟法改正によって、控訴審をかなりの程度「法律審」化することに
なったものの、その後の連邦憲法裁判所（BVerfG）および連邦最高裁判所
（BGH）判例は依然として、事実審としての機能と役割を担うべき控訴審の任務
を示し続けている。翻ってわが国においては、続審制控訴制度を改める法改正は
行われていないが、2000年前後頃以降、続審制の事後審的運営と称する実務運営
が広く行われるにいたっている。著者はこのようなドイツおよびわが国の動きに
着目し、事実審を２回重ねるという時間をかけて事実認定をしようとする機能
は、もはや時代に即さなくなったのかという問題を提起したのである。
本節の研究についてまず評価されるべきことは、著者が、上述の問題の検討を
通じて、民事訴訟における「適正・公平」の理念実現のために採用された必要な
時間をかけるという制度の枠組み内において、その制度趣旨に反しない限りで可
及的に迅速な審理をすることは可能であるとの著者の立論の前提を実現する条件
を明らかにした点である。著者は日独において続審制が採用されてきたのは、裁
判の正当性への保障を強化する機会をより多く利用できる点にあるという機能の
活用であり、個別事案での適正な裁判の実現こそが第２事実審としての控訴審で
ある続審制控訴審の役割であることを明らかにし、この観点から時間短縮への日
独の動きを見ると、両者に際立った違いが見られることを鋭く指摘した。すなわ
ちわが国の実務の現状は、事実審を２審級重ねることの意義を深く意識すること
なく、ただ２審級の口頭弁論による事実審理という時間のかかるシステムのう
ち、いかに第１審限りで済ませて第２審の手続を簡素化し時間を短縮するかに意
識が向いているのに対して、ドイツにおいては、もはや完全な第２の事実審であ
ることは否定されたけれども、控訴制度改正後も個別事案での適正な裁判の実現
という第２事実審としての控訴審の役割が堅持され、裁判所に広範な釈明義務を
課して第１審の充実を制度的に担保することで、更新権の制限が正当化されてい
たことを明らかにしたのである。著者はこのような分析に基づき、第１審裁判所
に広範な釈明義務が課されているのは、認定の不完全さを招来しないようにする
ためであり、この裁判所の法的義務に裏打ちされて初めて、裁判の正当性確保の
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ための控訴審の時間的価値が第１審にシフトされ、続審制ないし口頭弁論による
事実審の２審級構造を選択したが故に要請される「時間」の短縮を受け入れるこ
とができるとして、著者の立論の前提が、控訴審の時間的価値の問題において成
り立ち得ることの論証に成功するのである。
本節の研究について次に評価されるべきことは、2001年から2002年にかけての
ドイツ民事訴訟法改正について、資料・文献を駆使して詳密かつ的確な分析・紹
介がなされていることである。著者自身、この改正法が連邦議会で野党３会派
（CDU/CSU;F. D. P.;PDS）の反対を押し切って可決されたことから、改正条文
と公式の理由書の紹介だけでは「法改正の背景と真の意味を見失う危険がある」
として、「文献の海を泳ぎきる覚悟」をもって「議会の外で交わされた異例に広
範な議論」まで紹介するという難作業に取り組んだことを告白しているが、著者
は見事に文献の海を泳ぎきり難作業を成し遂げたというのが偽らざる読後感であ
る。改正法施行当時ドイツ留学中であったという、いわば「地の利」が著者にあ
ったとはいえ、この問題に関する著者の研究の広範さと深さは紛れもなく、余人
の追随を許さない。
本節は本論文の圧巻をなすが、問題点がないわけではない。それは、ドイツ上
訴法改正部分の研究と比較すると、控訴審の構造に関する研究やわが国の実務運
用に関する研究の部分がかなり手薄であるという点である。民事控訴審の構造に
は続審制のほか事後審制および覆審制があるとされるが、どうしてドイツおよび
わが国において続審制が採用され維持されてきたのかという本節の問題設定の前
提的部分が、本論文においては未だ充分に解明されたとはいえない。またわが国
における控訴審の実務運用については、同じ続審制の下で、かつては近年の事後
審的運用とは正反対の覆審的運用が行われていたことがあるが、各実務運用の背
景にまで立ち入って著者の理論的立場からの評価がなされると、控訴手続におけ
る適正･公平の理念と時間的価値の問題がより明確になったのではないかと惜し
まれるのである。もっとも、これらの問題点は本論文において著者自身が自覚し
ているところであり、むしろ今後の著者の研究を期待すべきであろう。
３ 第２章では「実体法」が時間の変動を実体的利益に織り込んで保護しようと
しているものを、訴訟法がどれほどトレースできるか若しくはどのようにトレー
スすべきかが検討対象とされ、第１節では民法202条の占有訴訟が取り上げられ
ている。
本節における研究の起点になっている問題意識は、占有訴権に基づく占有の訴
えの利用の低下はそもそも民法の起草者が希求した迅速な当該訴訟の処理が全く
図られていないという１点にあり、そのような現実において占有訴訟の意義を再
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認識するところにある。これが著者の基本的な視点である。とりわけ、著者の主
張する民事訴訟における「時間」の価値に関して、占有保護請求が「迅速な」物
の返還に利益（使用・収益などを享受する経済的利益を迅速に回復する「時間的利
益」）がみられるべきことを看過しているとの指摘に、著者がことさらに強調す
る「時間」の価値が端的に示されている。この点からの占有保護請求における
「占有状態の回復」の側面がたまたま「物の返還」という現象面で本権請求と重
なり合っているにすぎないとの理論構築、さらには可及的速やかな占有状態の回
復に占有保護請求の目的があるとの一貫した著者の主張は、旧訴訟物論の立場か
ら、新訴訟物理論、ひいては新実体法説に対して、訴訟法そして実体法両面から
の説得力ある批判として、本論文の価値を高からしめている基盤といえる。この
ことは、本論文初出時以後に公にされている他者の多くの論考が、本論文に対す
る積極・消極にわたる諸見解を表明していることからも、忖度することができ
る。
しかし本節の研究については、本権訴訟と占有訴訟との機能の異別性からみた
占有保護請求の時間的属性を重視するあまり、これらが事実状態のものと観念的
状態との間で截然と区別されうる概念であるか否かの検討が等閑に付されたので
はないか、占有保護の観点から仮処分による保護代替的機能が実務では多く採ら
れているが、現行法の枠組みの中ではかかる代替的機能を著者がなぜに否定的に
とらえるかの論証がより実証的になされるべきであったのではないか、旧訴訟物
論とのかかわりにおいて「占有先審理」（本権に基づく反訴適法論に立ったうえで、
占有請求の本訴についてまず第一に弁論を行い、証拠調べをなし、裁判をなすに熟した
ら本権反訴が裁判に熟すのを待たずに一部判決をなし、仮執行宣言を付する）を原則
化することを著者は提示しているが、それが占有保護請求についての柱とされる
「迅速」のみから抽出され得るのか、といった問題点を指摘することができ、著
者のさらなる研究を期待したい。
４ 第２章第２節について
損害賠償方式には一時金賠償方式と定期金賠償方式がある。定期金賠償は、請
求権の具体化が将来の時間的経過に依存している関係にあるような性質の損害に
ついて実態に即した賠償を実現するために行われるものと解されている。かつて
見られたそもそもかような定期金給付を求めることができるかの論点は、新法
117条（定期金による賠償を命じた確定判決の変更の訴え）により一応、解決してい
るとして、ここでは、裁判所は当事者の指定した給付方法に拘束されるか、すな
わち、申立事項と判決事項の原則に関わる処分権主義の問題を扱っている。これ
により、著者は、時間的に変容しうる当事者の現実の利益を訴訟法がどこまで忠
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実に捕捉しうるかを考察する。将来給付判決で確定した定期金賠償額の変更の可
能性の問題と将来にわたる判決の履行確保の問題である。著者は、前者について
は、新法117条の制定により対応可能であるが、後者については、わが国では、
ドイツ法のように担保提供制度（ドイツ民法843条２項）、および担保提供の追加
の訴え（ドイツ民事訴訟法324条）がないため、履行確保の制度的保障を欠くこと
を指摘する。したがって、裁判所は当事者の指定した賠償方式に拘束されるか否
かの解釈に際しては、損害把握の合理性だけで判断すべきではなく、低額化を甘
受する一時金給付を求めるか、履行確保のリスクを背負って定期金給付を求める
かは、賠償請求権者の処分に委ねられていると解する。
50件に及ぶ裁判例の丹念な分析、日独の文献も十分に読み込まれ着実な展開が
なされている。また、時間的に変容しうる当事者の現実の利益を、処分権主義が
どれほど取り込めるかの観点から、当事者による給付方式の指定に裁判所が拘束
されるかを検討する本節は大変興味深いものである。特にここでの時間的価値
は、他の場面とは異なり、迅速を意味しない。時間によって変動する損害の把
握、時間の経過によって増大する履行確保リスクといったことが、ここでの時間
的価値の意味するところである。迅速とは置き換えられない時間的価値の事例の
存在が、本論文のタイトルとしての時間的価値を意味あるものとしていると思わ
れ、迅速を伴わない時間的価値が問題となる新たな事例の論考が期待される。
５ 第３章について
第３章では国際的民事法廷の実現のための時間的コストの問題が検討されてい
る。訴訟における「時間」的価値維持を広い視野で追求する方法が一貫して示さ
れた研究であり、従来、このような観点から訴訟手続制度を論じたものが少ない
点でも、著者の見識と洞察は、斬新で説得力があり、高く評価されるべき研究で
あるといえるが、なお、迅速性に配慮した手続規則のもとにおいて、質の確保と
してどのようなものを想定するのかについて著者の考え方が具体的に示されるこ
とが望まれる。
６ 全体的評価
著者は、本論文において、民事訴訟における理念としての「適正・公平」と
「迅速」とは働く次元が違うだけであり、裁判所や当事者が使うことを許されて
いる時間は、「適正・公平」な裁判の実現のために必然的に要する時間に限られ、
これを超えて時間をかけることは許されるものではないとして、訴訟における時
間的価値に新たな意味づけをするという斬新な視点を示した。前述したように本
論文にはいくつかの問題点がないわけではないが、その多くは今後に残された研
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究課題というべきもので、本論文の価値を減じるものではなく、本論文で著者が
示した新たな視点が持つ学問的意味は極めて大きいものと判断する。
III 結論
以上の審査の結果、後記の審査員は、本論文の提出者が博士（法学）（早稲田
大学）の学位を受けるに値するものと認める。
2010年２月10日
審査員
主査 早稲田大学教授 上 野 泰 男
早稲田大学教授 博士（法学）（早稲田大学） 遠 藤 賢 治
早稲田大学教授 博士（法学）（早稲田大学） 加 藤 哲 夫
早稲田大学教授 栂 善 夫
早法86巻１号（2010）298
